
「東京ＭＯＵ」って何ですか？ 

 

● 東京ＭＯＵとは？ 

「東京ＭＯＵ」とは、１９９３年に日本をはじめとしたアジア太平洋諸国１８の国・地域※1 が参加し東京において開 

催された国際会議にて締結された「アジア太平洋地域におけるポートステート

コントロール（ＰＳＣ）に関する覚書（Memorandum of Understanding on Port 

State Control in the Asia-Pacific Region）」のことで、東京で締結されたため、

このように略称されています。また、同覚書により運営されている国際組織体

（地域ＰＳＣ協力組織：Regional PSC regime）のことを「東京ＭＯＵ」という場合

もあります。 

※１ オーストラリア、カナダ、中国、フィジー、香港（中国）、インドネシア、 

日本、韓国、マレーシア、ニュージーランド、パプアニューギニア、フィリピン、ロシア、シンガポール、ソロモン諸島、タイ、ヴァ

ヌアツ、ベトナム 

 

● なぜ東京 MOU は締結されたの？ 

 １９７０年代から１９８０年代にかけ、経済性の観点から便宜置籍船が台頭してきました。当時の便宜置籍国の

中には国際条約に規定された旗国としての義務を十分に果たさずに船舶の登録を行っている国があり、これら

の条約不適合船（サブスタンダード船）による海難事故が多く発生しました。特に１９７８年３月にフランス・ブルタ

ーニュ半島沖で発生した原油タンカー「アモコ・カディス号」（リベリア籍、233,690DWT）の操舵装置故障を起因

とする座礁事故では、223,000 トンの油が流出し沿岸国に多大な被害を生じました。 

この事故が契機となり、欧州ではサブスタンダード船の排除のためにＰＳＣの必要性が強く認識されました。

各国が個別にＰＳＣを行うと、検査の厳しさの相違により港湾間で無用の競争を招くことになりますし、船側でも

同じ地域で国が変わるごとに何回も検査を受けなければならないといった問題が生じます。このため、近隣国

間でＰＳＣ検査方法の統一やＰＳＣ検査結果の共有・活用を図る必要性が認識され、１９８２年１月にパリで開催

された欧州１４カ国の海事担当大臣会合において「ＰＳＣに関するパリ覚書（Paris Memorandum of 

Understanding on Port State Control）」（パリＭｏＵ）が採択され、欧州地域でＰＳＣを効率的・効果的に行う枠組

みが構築されました。 

 この欧州地域でのＰＳＣに関する地域協力が一定の効果を上げたため、この成果に着目した国際海事機関（Ｉ

ＭＯ）は、１９９１年の第１７回総会において「ＰＳＣに関する総会決議」A.682(17)を採択し、加盟各国の政府に

対し、パリＭＯＵと同様の枠組み構築の検討を要請しました。 

 アジア太平洋地域では、日本の主導により、１９９２年２月に地域ＰＳＣ協力組織づくりに向けた準備会合を東

京で開催し、その後２回の準備会合（第２回シドニー（同年１１月）、第３回バンクーバー（１９９３年６月））で検討

を重ね、１９９３年１２月に東京で開催された第４回準備会合において「アジア太平洋地域におけるポートステー

トコントロール（ＰＳＣ）に関する覚書（Memorandum of Understanding on Port State Control in the Asia-Pacific 

Region）」（略称：東京ＭＯＵ）が採択されました。 

 欧州、アジア太平洋地域以外の地域においても、同様のＰＳＣに関する地域協力体制が構築され、現在、世

界には、下表のとおり、９の地域ＰＳＣ協力組織が活動、それぞれの地域でサブスタンダード船の廃絶に向けて

取り組んでいます。 

 

東京会議（１９９３年１２月） 

最終更新日：２０２４年４月１日



地域ＰＳＣ協力組織一覧 

地域ＰＳＣ組織名 締結年 加盟国・地域（数） 

パリＭＯＵ １９８２ ベルギー、ブルガリア、カナダ、クロアチア、キプロス、デンマーク、エストニア、フィンランド、

フランス、ドイツ、ギリシャ、アイスランド、アイルランド、イタリア、ラトビア、リトアニア、マルタ、

モンテネグロ、オランダ、ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、ルーマニア、ロシア※、スロベニ

ア、スペイン、スウェーデン、英国（２８）（※：ロシアについては資格停止中） 

中南米地域ＭＯＵ（ヴィ

ナデルマール協定） 

１９９２ アルゼンチン、ボリビア、ブラジル、チリ、コロンビア、キューバ、ドミニカ共和国、エクアドル、

エルサルバドル、グァテマラ、ホンデュラス、メキシコ、パナマ、ペルー、ウルグアイ、ベネズエ

ラ（１６） 

東京ＭＯＵ １９９３ オーストラリア、カナダ、チリ、中国、フィジー、香港、（中国）、インドネシア、日本、韓国、マレ

ーシア、マーシャル諸島、メキシコ、ニュージーランド、パナマ、パプアニューギニア、ペル

ー、フィリピン、ロシア、シンガポール、タイ、ヴァヌアツ、ベトナム（２２） 

カリブ海ＭＯＵ １９９６ アンティグア・バーブーダ、アルバ（オランダ）、バミューダ（英国）、バハマ、バルバドス、ベリ

ーズ、ケイマン諸島（英国）、キュラソー（オランダ）、キューバ、フランス、グレナダ、ガイアナ、

ジャマイカ、オランダ、セントクリストファー・ネーヴィス、セントルシア、セントビンセントおよび

グレナディーン諸島、シントマールテン（オランダ）、スリナム、トリニダード・トバゴ（２０） 

地中海ＭＯＵ １９９７ アルジェリア、キプロス、エジプト、イスラエル、ヨルダン、レバノン、マルタ、モロッコ、チュニジ

ア、トルコ（１０） 

インド洋ＭＯＵ １９９８ オーストラリア、バングラディシュ、コモロ、エリトリア、フランス、インド、イラン、ケニヤ、モルデ

ィブ、モーリシャス、モザンビーク、マダガスカル、ミャンマー、オマーン、セイシェル、南アフリ

カ、スリランカ、スーダン、タンザニア、イエメン（２０） 

アブジャＭＯＵ １９９９ アンゴラ、ベニン、カメルーン、カーボヴェルデ、コンゴ共和国、コートジボワール、コンゴ民

主共和国、赤道ギニア、ガボン、ガンビア、ガーナ、ギニア、ギニアビサウ、リベリア、モーリタ

ニア、ナミビア、ナイジェリア、サントメ・プリンシペ、セネガル、シエラレオネ、南アフリカ、トー

ゴ（２２） 

黒海ＭＯＵ ２０００ ブルガリア、ジョージア、ルーマニア、ロシア、トルコ、ウクライナ（６） 

リヤドＭＯＵ ２００４ バーレーン、クウェイト、オマーン、カタール、サウジアラビア、アラブ首長国連邦（６） 

（注）１．２０２３年７月現在 

２．国等の表記は外務省の用例による 

 

● 東京ＭＯＵの組織は？ 

東京ＭＯＵでは、ＰＳＣ委員会（メンバー当局、準メンバー当局、オブザ

ーバーにより構成）を年１回以上開催し、メンバー当局が実施したＰＳＣの

実績を踏まえながら、ＰＳＣ検査手順、通報・連絡体制、新たな条約や要

件に関するＰＳＣ実施要領・手順、検査船舶の選定基準、データベースシ

ステムの運用状況、ＰＳＣ検査官の能力向上のための研修、他の地域ＰＳ

Ｃ協力組織との協調方策などについて審議し、決議します。 

この会議の運営や会議と会議の間の期間に設置されるインターネット会議の運営、研修事業の実施などの

業務を行うために事務局が東京に置かれており、公益財団法人東京エムオウユウ事務局は、これらの事務局

業務のほか、日本財団の御理解、御支援を得て域内ＰＳＣ検査官研修事業等を実施しています。 

また、地域ＰＳＣ協力組織の重要な要素の一つである検査データ共有のためのデータセンター（アジア太平

洋電子情報センター：ＡＰＣＩＳ）がモスクワに設置されています。メンバー当局が実施した検査データは全てＡ

ＰＣＩＳに送付、保管されており、英文ウェブサイト（https://www.tokyo-mou.org/）で公表しているほか、メンバ

ー当局がＰＳＣ検査を行う際に活用されています。 

 

● 東京ＭＯＵはどんな活動をしているの？ 

東京ＭＯＵは、２０１０年に活動基本方針（Policy Statement）を策定し、「アジア太平洋地域からサブスタンダー

ド船を排除する」という目標（Our vision）の下、使命（Our mission）と約束（Our commitment）をそれぞれ定めてい

第３４回ＰＳＣ委員会 

（２０２３年、横浜） 



ます。これらに従い、５年間の戦略計画を策定し、随時見直しを進めながら活動しています。主な活動の概要に

ついて以下に紹介します。 

東京ＭＯＵの活動基本方針 

我々の目標（Our vision） 

アジア太平洋地域からサブスタンダード船を排除します 

我々の使命（Our mission） 

域内で運航する船舶に対し、ＩＭＯ/ＩＬＯの条約等の確実な実施及び普遍的かつ統一的な適用を推

進します 

我々の約束（Our commitment） 

東京ＭＯＵは、  

１）域内における効果的かつ効率的な PSC システムの開発、維持  

２）ＭＯＵの地位、パーフォーマンスの向上  

３）他地域の PSC 協力組織との協調的取組み、協力の推進  

４）透明性並びに産業界とのコミュニケーション及び関係の向上  

に邁進します 

 

 ＰＳＣ検査実績の集計、分析、公表 

東京ＭＯＵの各メンバー当局により、毎年約30,000件のＰＳＣ検査が実施されており、その結果をリアルタ

イムで英文ウェブサイト（https://www.tokyo-mou.org/）に公表しています。また、拘留（Detention）処分を受

けた船舶や劣悪船舶（過去１年間に３回以上航行停止処分を受けた船舶：Under-performing ships）の一覧表を

毎月英文ウェブサイトで公表しています。劣悪船舶に指定した船舶については、検査船舶選定基準にかかわら

ず域内の港に入港した際にはＰＳＣ検査を実施するほか、改善を促す文書を旗国当局及びＩＳＭ管理会社に送

付しています。英文ウェブサイトのホームページで“Inspections & Detentions”のタブをクリックすると、これらの情

報にアクセスできます。 

また、東京ＭＯＵでは、毎年５月上旬に前年の活動をまとめた年次報告書（Annual Report：英文のみ）を

英文ウェブサイトに公表（ホームページの“Publications”のタブをクリック）しています。Annual Report では、

その年の東京ＭＯＵの活動内容に加えメンバー当局が行ったＰＳＣ検査実績を集計、分析した図表も掲載

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京ＭＯＵのＰＳＣ検査件数・拘留率の推移 

（２０２０～２０２２年はコロナ禍により検査件数は減少したが、

２０２３年にはコロナ前の水準に回復しました。一方で拘留船

舶の比率は２００８8 年をピークに減少してきていましたが、コ

ロナ回復後は一転増加に転じています。 

劣悪船舶数の推移 

２０１１年に劣悪船舶の公表制度を開始してから域

内の劣悪船舶の数は減少してきていましたが、コロナ

回復後は増加に転じています。 



 検査船舶選定統一基準の策定・運用 

東京ＭＯＵではメンバー当局全体で約１，３００名（２０２２年末現在）のＰＳＣ検査官が年間約３万件のＰＳ

Ｃ検査を実施しています。東京ＭＯＵでは、この人的資源を有効に活用するため、個々の船舶について過

去のＰＳＣ検査実績などに基づいて海上安全確保・海洋環境保護・船員の労働生活環境への危険度を評

価し、より危険度が高いと評価された船舶を優先して検査する仕組み（New Inspection Regime (NIR)）を２０１

４年に導入しました。各船舶を別紙１のリスク指標算定方式に従い集計したポイントに応じ“High Risk ship 

(HRS)”、“Standard Risk ship (SRS)”又は“Low Risk ship (LRS)”の３種に分類し、それぞれのリスク指標の船

舶について検査を行うべき時期を別紙２の図のように定め運用しています。この方式によれば、上述のよう

に人的資源の効果的投入が図られるほか、船側から見れば、品質の高い船舶は検査頻度が少なくなり自船

の品質を高めるインセンティヴになると考えられます。なお、各船舶のリスク指標、検査優先度については、

英文ウェブサイトに掲載されている個船データで確認することができます。 

 集中検査キャンペーンの実施 

ＰＳＣ委員会の決定に基づき、通常のＰＳＣ検査に加え、新たに追加された要件や欠陥事例が多い案件

など特定の分野につい要件について重点的に統一した質問票を用いて一定期間メンバー当局一斉に行う

検査（集中検査キャンペーン：Concentrated Inspection Campaign (CIC)）を毎年実施しています。ＣＩＣの効

果を高めるために最近ではパリＭＯＵと合同で実施することを原則としています。ＣＩＣについては、質問票

を開始前に公表するほか、実施結果についても公表するとともに今後の基準見直しに資する観点から、取り

纏め・分析の上、ＩＭＯにも提出しています。最近のＣＩＣのテーマは別紙３のとおりです。 

 

 他地域ＰＳＣ協力組織との協力 

世界各地域の地域ＰＳＣ協力組織との連携を図るため、東京ＭＯＵは、パリＭＯＵをはじめ他地域ＰＳＣ協

力組織全てにおいてオブザーバー資格を取得している一方、全ての他地域ＰＳＣ協力組織にオブザーバー 

資格を附与しています。また、パリＭＯＵ、黒海ＭＯ

Ｕ、インド洋ＭＯＵなどとＰＳＣ検査データベースの共

有化、共通のテーマでのＣＩＣの実施などを行ってい

ます。さらにパリＭＯＵとの間では、それぞれのＰＳＣ

委員会に参加し情報の共有、連携を図っているほか、

両ＭＯＵ加盟当局等のＰＳＣ担当閣僚会合を、これま

で３回開催し、両ＭＯＵを中心にグローバルなＰＳＣ

の推進のための行動指針（閣僚宣言）を採択してい

ます。 

 域内ＰＳＣ検査官研修プログラム 

東京ＭＯＵでは、域内メンバーの多様性を考慮して、設立当初からＰＳＣ検査官の資質向上・研修に特に

重点を置いており、日本財団の御理解、御支援を得て、種々の研修・教育訓練事業を実施しています。現

在実施している主な事業は次のとおりです。 

 一般研修事業 

ＰＳＣ検査の信頼性を確保するためには、ＰＳＣを実施する検査官が十分な知識と能力を有すること

が不可欠です。メンバー当局の中には自ら検査官の養成することが困難な当局もあるため、年１回、日

第３回パリＭＯＵ・東京ＭＯＵ合同閣僚会議 

（２０１７年５月 於：バンクーバー） 



本政府の協力を得てＰＳＣに関する基本的知識を習得させるために一般研修（ｅラーニングによる事前

研修（約２カ月間）座学１週間、船上実地研修２週間）を日本で実施しています。近年では地域間の調

和を図るため、ＩＭＯの資金協力により、アジア太平洋地域以外の地域ＰＳＣ協力組織からの研修生も

本研修に参加しています。 

 ＰＳＣ検査官セミナー 

 海事関係国際条約・規則は毎年何らかの改正が行われるほか、新たな条約が発効することもありま

す。これらに対応するＰＳＣの手順・指針についてはＰＳＣ委員会にて審議・採択されますが、各メンバ

ー当局のＰＳＣ検査官がこれらの手順・指針を適正かつ統一的に運用できるよう毎年メンバー当局等の

ＰＳＣ検査官を集めてセミナーを実施しています。セミナーでは上記の新たな要件や手順・指針のほか、

集中検査キャンペーンの指針についても取り上げ、その統一的な実施を図っています。 

 専門研修 

特定のテーマに絞って集中的に研修を行う専門研修を２年に１回実施しています。これまでＭＡＲＰ

ＯＬ条約、火災安全措置、バラスト水管理条約、ＳＴＣＷ条約などの専門研修を開催しています。 

 ＰＳＣ検査官交流プログラム 

 ＰＳＣ検査の調和・統一性を図るため、ＰＳＣ委員会で採択された手順・指針に加え、実際に各当局

のＰＳＣ検査官が他の当局に出向きその当局のＰＳＣ検査に立ち会い、それぞれの検査手順等の相違

について指摘、議論しあう機会を提供するＰＳＣ検査官交流プログラムを実施しています。 

 専門家派遣事業 

 域内メンバー当局の多様性を踏まえ、ＰＳＣ先進国の経験豊富なＰＳＣ検査官が途上国当局に出向

きＰＳＣ検査に関する知識、手順についての研修を途上国当局のＰＳＣ検査官に対して実施し、ＰＳＣ検

査官の資質向上を目指す専門家派遣事業を実施しています。 

 

 

  
東京ＭＯＵの加盟国等一覧 



（別紙１） 

 

東京ＭＯＵの船舶のリスク指標算定方式 

パラメータ 

指標 
High Risk Ship (HRS) 

ポイント合計４以上の船舶 
Standard Risk Ship 

(SRS) 
Low Risk Ship  

(LRS) 
基 準 ポイント 基 準 基 準 

船  種 

ケミカルタンカー 
ガスキャリア 
油タンカー 
バルクキャリア 
旅客船 
コンテナ船 

２ 

HRS、LRS の何れに

も該当しない船舶 

－ 

船  齢 １２年を超える船舶 １ － 

旗国 
ＢＧＷリスト 1） Black １ White 
ＩＭＯ監査２） － － 監査実績あり 

認定 
機関 

東京ＭＯＵメ

ンバー当局が

認定した機関３） 
－ － Yes 

成  績４） Low 又は Very Low １ High 
ＩＳＭ会社の成績５） Low 若しくは Very Low 又

は過去３６カ月間に検査実

績のない会社 
２ High 

欠陥 

過去３６カ月

間のＰＳＣ検

査で記録され

た欠陥数 

６件以上の欠陥が記録され

た検査の回数 
６件以上の欠陥

が記録された検

査の回数 

全ての検査において欠

陥指摘数が５件以内で

あること（少なくとも

１件は過去３６ヶ月以

内の検査であること）

拘留 
過去３６カ月

間の拘留実績 
３回以上 １ なし 

１）過去３暦年のＰＳＣ検査・拘留実績を基に作成し、東京ＭＯＵのＰＳＣ委員会で承認され Annual Report に掲載さ

れている旗国成績に関するＢＧＷリスト（The Black, Gray and White list for flag State performance） 

２）ＩＭＯ監査完了状況については、東京ＭＯＵが取得した情報に基づく 

３）東京ＭＯＵメンバー当局のうち少なくとも１当局が認定した認定機関（Recognized Organization） 

４）過去３暦年のＰＳＣ検査・拘留実績を基に作成し、東京ＭＯＵのＰＳＣ委員会で承認され Annual Report に掲載さ

れている認定機関の成績表による 

５）過去３６カ月間の検査拘留実績に基づいてリアルタイムに計算されるＩＳＭ会社の成績（計算式は以下のとおり） 

「ＩＳＭ会社の成績」は「欠陥指標 (Deficiency Index)」と「拘留指標 (Detention Index)」に基づき、次表により決定する。 

欠陥指標 拘留指標 ＩＳＭ会社の成績 

平均より上 平均より上 Very Low 
平均より上 平均 

Low 
平均より上 平均より下 

平均 平均より上 
平均より下 平均より上 

平均 平均 
Medium 平均 平均より下 

平均より下 平均 
平均より下 平均より下 High 

「欠陥指標」と「拘留指標」は、次式により算定される欠陥率及び拘留率に基づき下表により決定する。 

 

 



         ＩＳＭに関する欠陥の数＋ＩＳＭに関連しない欠陥の数 
  欠陥率 ＝ 
                 検査件数 

           拘留件数 
  拘留率 ＝          ×100 
           検査件数 

欠陥指標 欠陥率 拘留指標 拘留率 

平均より上 東京ＭＯＵ全体の平均よりも大きい（差

が１より大） 

平均より上 東京ＭＯＵ全体の平均よりも大きい 

（差が１ポイント超） 

平均 東京ＭＯＵ全体の平均±１ 平均 東京ＭＯＵ全体の平均±１ポイント 

平均より下 東京ＭＯＵ全体の平均よりも小さい（差

が１より大） 

平均より下 東京ＭＯＵ全体の平均よりも小さい（差

が１ポイント超） 
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リスク指標に基づく検査実施間隔 

  前回検査からの経過月数 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

HRS 

 
 
 

                   

SRS 

 
 
 

                   

LRS 

 
 
 

                   

  ＰI（Priority I：検査優先度１）：当該船舶の検査を実施しなければならない時期 

  ＰII（Priority II：検査優先度２）：当該船舶の検査を実施しても差し支えない時期 

 

  

ＰII ＰI 

ＰII 

ＰII 

ＰI 

ＰI 
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年 実施時期 テーマ 備 考 

２０１３年 

９月１日～１１月３０日 

主機及び補機 パリＭＯＵと合同

２０１４年 船員の休息時間（ＳＴＣＷ） 同 上 

２０１５年 閉鎖区域への立入に関する措置 同 上 

２０１６年 貨物の固縛措置  

２０１７年 航行の安全（ＥＣＤＩＳを含む） パリＭＯＵと合同

２０１８年 MARPOL 条約附属書Ⅵ 同 上 

２０１９年 非常システム・手順 同 上 

２０２１年 復原性全般 同 上 

２０２２年 ＳＴＣＷ 同 上 

２０２３年 火災安全  

最近のＣＩＣ実施テーマ


